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論 文 内 容 の 要 旨
本研究の意図は、現代財政の歴史的構造と運動の整理 ・解明にいささかなりとも接近することに
ある。








序章 現代財政の成立と日本財政の特質 一1890年 ～1960年 一
大略現代財政は、経済的には金融資本の段階において、政治的には社会主義的思想 と大衆民主主
義を前提として、19世 紀末より胎動 しはじめ、第1次 大戦 ・ロシア革命 ・大恐慌 ・第2次 大戦をへ
て成立 した。その課題は、金融資本の直接的利害をこえて雇用 と福祉に国家責任を認め、その充実
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をはかることにあった。選挙を意識 しつっ国民各層を受益者化せ しめる多元的利害 の調整政策は、
社会サービス費の増大を軸とした 「大きな政府」に帰着 した。このような経費の膨張傾向と貧富の
社会問題化に応えて採用され増徴されていったのが、垂直的公平をはかりうる所得税であった。
イギ リス 。アメリカはいうにおよばず、 ドイッよりも遅れて資本主義のスター トを切 った二重の
後発国 日本は、国の内発的与件と国際環境において特異な立場に置かれていた。それをうけて日本
の財政は、第2次 大戦前において も、第2次 大戦後においても、英 ・米 ・独 とは異質な構造 と運動
を現象させたのであった。
1章 社会保障費を軸とする経費の膨張 と抑制






第2次 大戦時まで英 ・米 ・独より相対的に 「大 きな政府」であった日本は、大戦後に 「小さな政
府」へと変身をとげた。その要因は、経済成長率が高いことと並んで、政府最終消費支出および社
会保障移転の低位性に求められる。 とはいえ現代財政の経費を代表する社会保障移転の場合、日本












1965年 か ら90年まで、OECD平 均の租税収入(対GDP比)を 税目別に追ってみると次のことが
わかる。 もっともポイントが高 くかっ増分 も多いのが個人所得税である。欠陥の指摘されることの
多い現行所得税ではあるが、基幹税としての地位は揺 らいでいない。他方、70年 前後と80年代後半
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とに世界的なブームを呼んだ一般消費税(付 加価値税)の ポイント増分 はたしかに多い。 しか し、
それでも同期間における個入所得税および社会保障拠出金のポイント増分にはおよんでいない。 こ
れは、負担の逆進性や納税 ・徴税コス トの高 さが制約をな しているためと考えられる。 ところで、
ス トック経済化に対処 しうる手段は財産税である。OECD平 均の財産税収入(対`GDP比)は1.7
～2 .0%と いう低水準のまま推移 している。
日本の特質は次の点 に求められる。小さな政府にふさわ しく、日本の国民負担率は国際的にみて
低い。内訳別でいうと、 とくに個人所得税、社会保障拠出金(社 会保険料)、 そ して一般消費税で
低い。それとは逆に日本 のほうが高いのが法人所得税である。法人関係税の税率閣題 もあるが、比
較的良好な日本経済のパ フォーマ ンスと節税のための 「法人成 り」によるところが大きいと考え ら
れる。
3章 変容する国と地方の財政関係
周知のように、A.T.ピ ーコックとJ.ワ イズマンは、イギ リスにお ける国 と地方の歳出構成比
(1890年 ～1955年)を 分析することにより、国家財政への 「集中過程」という事実を発見 し、その原















これによりOECD代 表諸国の一般政府は一気に厳 しい赤字率(対GDP比)を 記録 している。 し
かもそれが1970年 代央か ら80年代央までおよそ10年 っついている。その要因は次の点にあった。経
費面では、高インフレにともなう人件費 ・物件費の高騰、失業者の増加による失業手 当ての増大、














済に重 く押 し掛かっている。財政硬直化の根 は深いとみなければならない。
終章 現代財政の構図
序章から第4章 までの考察に基づき現代財政の変遷を整理してみると、それはおよそ次のように
時期区分 しうるであろう。(1)胎動期〈19世 紀末～20世 紀初頭〉、(2}成立期く第1次 大戦～第2次 大




















全体の構成は、序章と終章とを含めて6章 か ら成 っている。全体の要旨を、章を逐 って簡単に紹
介 しよう。
1.「 序章 現代財政の成立 と日本財政の特質一1890年 ～1960年 」。およそ、現代財政の基本的




はネグリジブルなものに抑え られつっ、 しか も所得税の増進をもたらしたのであった。
2.「 第1章 社会保障費を軸 とする経費の膨脹 と抑制」。本章 は、主として、第2次 大戦後の
表題の分析を課題とする。OECD諸 国の、対GDP比 ・政府総支出は、70年 代末までの急上昇と、
それに見合った社会保障の充実が見 られた。 これに対 して、80年 代は、行財政改革、社会保障の停
滞をもって特徴づけられる。 これに対 して、 日本は、第2次 大戦後、却 って 「小さな政府」が実現
し、 しか もこれと併せてそれなりに社会保障の充実が実現 された。 これを裏打ちしたのは、主 とし
て高度経済成長と軍事費の抑止 とであった。
S.「 第2章 国民負担一増大か ら抑制へ一」。OECD諸 国 は、60年 代か ら90年 まで、依然 と




4.「 第3章 変容する国 と地方め財政関係」。周知のように、 ピーコック=ワ イズマ ンによる
イギリスの、世紀末か ら55年までの国 ・地方の歳出構造の分析によって、国家財政への 「集中過程」
が見 られたが、その後、 この傾向は逆転 した。 この逆転 は、70年 代がらの長期不況による行財政改
革であったといってよいであろう。
これに対 して、日本の特質は、歳出規模において地方財政が国家のそれを大 きく上廻 りなが ら、
税収では逆に地方税が国税を大 きく下廻 った。そして、この差額が補助金によって埋め合わされた
のである。
5.「 第4章 財政収支の変動 と公債の累積」。50～60年 代は、OECD諸 国は、一般 に高度成





中央政府の公債依存度から見 ると、赤字率は極めて高 く、 しかもその水準の継続期間は長期に亘 っ
たことにある。だが、80年 代後半からの回復は敏速であった。これは、基本的には、高石油価格 と
いう新事態に対する、日本経済の合理化の成功によるものであった。そして、これを受けて、 日本
財政 も、赤字財政からの脱却を見せたのである。だが、日本 も、他のOECD諸 国と同 じく、対
GNP比 での長期債務残高を高位水準に保ち、利払費負担が国民経済に重 くのしかかり、財政硬直
化の根深い原因となったのである。
6,「 終章 現代財政の構図」。本章は、従前の諸章を総括 し、現代財政の変遷を、 まず、第1
に、歴史的パースペクティヴのうちに、整理する。その時期区分を紹介すれば、ω胎動期。19世 紀
末～20世 紀初頭。(2)成立期。第1次 大戦～第2次 大戦直後。(3)展開期。1950年 代～70年 代前半。(4)
































心的な試みは、 この分野における業績 として充分に評価できることに、疑 いはない。
以上 によって、本論文は、経済学博士論文として合格 と判定する。
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